








され 2、同じく一般原則の 1つに数えられる「子どもの最善の利益（the best 









1 日本政府訳は「児童の権利に関する条約」、1989年 11月 20日採択。
2 See, Un Committee on the Rights of the Child, General Comment No. 12: The right of the child to be heard, 
UN DOC CRC/C/GC12 at para 68 （20 July 2009）. 他に同条約の一般原則に位置づけられるものとし
て、差別を受けない権利（2条）、生命・生存・発達への権利（6条）などが挙げられる。
3 See, id. at para 53. なお、子どもの権利の行使に関する欧州条約前文および 1条 2項も、子どもの
最善の利益を促進する上で子どもの意見を正当に重視することが必要であることを指摘してい
る。




































（relevant perspectives and experience）」を付加しうることが挙げられる。See, Un Committee on the 























が表明した意見の「正当な重視」（条約 12条 1項）を保障することにより、子どもが自己に影響 
を及ぼす事項について「大人と対等に意思決定過程構造を担う当事者」となる契機を与えること、 
④子どもの「最善の利益」（同条約 3条 1項、18条 1項後段）が問題となる多様な手続において、
その確定に向け子ども自身の意思を確認するための「手続的権利」としての意義をもつこととい
う 4つの内容に分析している（福田雅章「『子どもの権利条約』の基本原則と少年司法」『日本の






う 3つの点を指摘している。See, Laura Lundy, ‘Voice’ is not enough: conceptualizing Article 12 of the 
























11 卑近の例として、非嫡出子の法定相続分を嫡出子の 2分の 1と定める旧民法 900条 4号但書を違






するところ（see, Martha Minow, Rights For The Next Generation: A Feminist Approach To Children’s 





























こうした差異を基礎として大人と「異なる視点（different point of view）」19
15 拙稿・前掲脚注 13。
16 See, MARTHA MINOW, MAKING ALL THE DIFFERENCE: INCLUSION, EXCLUSION, AND AMERICAN LAW 
（Cornell Univ. Pr., 1990）.
17 ミノウの関係的権利論を基礎に子どもの権利論を展開する論考の例として、Ya’ir Ronen, 
Redefining the Children’s Right to Identity, 18 INT’L J. L. POL. & FAM. 147 （2004）; Ruth Zafran, Children’s 


































4 4 4 4 4 4 4 4
に基づいて一方的に定義
されていくという事態―差異の本質化（essentialization）―である 25。こ
19 YA'IR RONEN, RE-UNDERSTANDING THE CHILD'S RIGHT TO IDENTITY: ON BELONGING, RESPONSIVENESS AND HOPE 
（Brill Nijhoff, 2016） at 57.
20 日本国憲法 15条 3項は「成年者による普通選挙」のみを保障している。
21 後者の典型例は、18歳未満の子どもの選挙運動を禁じる公職選挙法 137条の 2第 1項である。
22 See, ROBERT H. MNOOKIN & ROBERT A. BURT, IN THE INTEREST Of CHILDREN: ADVOCACY, LAW REFORM, 
AND PUBLIC POLICY （W.H. Freeman and Company, 1985） at 34-37; Minow, Constitutional Buicentennial 
Symposium: The  “ Rights Revolution”: Are Rights Right for Children?, 1987 AM. B. FOUND. RES. J. 203, 206 
（1987）.
23 MINOW, supra note 16, at 50. 具体的には、①差異とは比較の問題ではなく本質的なものである
（"Difference Is Intrinsic, Not a Comparison"）、②比較のための基準は言明される必要がない（"The 
Norm Need Not Be Stated"）、③観察者は特定の観点に立つことなく差異を認識することができる
（"The Observer Can See without a Perspective"）、④差異を認識するにあたり他者の視点は無関係で
ある（"Other Perspectives Are Irrelevant"）、⑤現状とは自然なものであり、誰かによって強いられ
たものではなく、善きものである（"The Status Quo Is Natural, Uncoerced, and Good"）という 5つ
の想定を指す。
24 拙稿「関係的権利論による子どもの人権論の再構成」一橋法学 12巻 3号 447頁以下（2013）460-
463頁を参照。
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自体を問い直す















26 Id. at. 20.
27 事前の聴聞の機会を付与することなく生徒を停学処分に付することが合衆国憲法修正 14条によ







28 Id. at 292.
































30 See, Id. at 292-294.
31 See, Id. at 293.
32 Id. at 296.
33 Id. at 299.




















































































































49 See, RONEN, supra note 19, at 35.
50 See, id. at 34.
51 Id.

































54 See, id. at 37-38.
55 See, id. at 53.



























巻 3 号（2011）108-109 頁。See also,  Marie-Francoise Lücker-Babel, The right of the child to express 
views and to be heard: An attempt to interpret Article 12 of the UN Convention on the Rights of the Child, 3 
INT’L CHILD. RTS. 391, 392 （1995）; see also, Barbara A. Atwood, The Child's Voice in Custody Litigation: 
An Empirical Survey and Suggestions for Reform, 45 ARIZ. L. REV. 629, 650 （2003）.
60 See, id. at 393-394.
61 子どもの権利委員会は 12条の要素が尊重されなければ 3条の正しい適用はありえず、また 3条
は自己に影響を及ぼすあらゆる決定における子どもの必要不可欠な役割を促進することにより 12
条の機能を強化しているとして、3条と 12条との間の緊張関係の存在を否定している（see, Un 




































62 See, id. at 391,393.
63 See, id. at 400. なお、前出のランディーは条約 12条と「子どもの最善の利益」原則を定める 3条
とが緊張関係に立つことを認めつつ、なお同原則は「子どもの最善の利益」を大人が了知してい
ることを理由に子どもの意見に対する「正当な考慮」の必要性を妨げうるものではないとする。
See, Lundy, supra note 9, at 938.
64 RONEN, supra note 19, at 53. 括弧内は筆者による。





































































67 条約 12条 1項の日本政府訳を参照。
68 意見表明権は「参加の権利（the right to participation）」とも称される。See, e.g., R. HODGKIN AND P. 
NEWELL, IMPLEMENTATION HANDBOOK FOR THE CONVENTION ON THE RIGHTS OF THE CHILD 3RD ED. （UNICEF, 
2007） at 156.



























ンディーによれば、同条は以下に示すような 4つの要素―Space, Voice, 




70 See, id. ランディーはこの想定のほかにも、意見表明権の十全な保障を阻む障害（barrier）として、
①自己の意見を形成・表明する子どもの能力への懐疑、②子どもによる意見表明権の行使の承認
が子どもに対する大人の権限の掘り崩しを招くことへの懸念、③子どもに権利行使の機会を保障
することに伴うコストの負担への懸念の存在を挙げている。See, id. at 929-930.


































73 See, id. at 935-936.























75 See, Priscilla Alderson and Mary Goodwin, Contradictions within concepts of children’s competence, 1 
INTERNATIONAL JOURNAL OF CHILDREN’S RIGHTS 303 （1993）; MICHA DE WINTER, CHILDREN AS FELLOW CITIZENS: 
PARTICIPATION AND COMMITMENT （Radcliffe Medical Pr., 1997）.




場合を挙げている（see, id. at 939）。これに対して、筆者はこれまでに子どもの真正なアイデンティ
ティ形成に不可欠な「重要な他者」が誰かを表明する場合には、子どもの意見表明が大人の判断
に優越すべきであることを指摘してきたが（拙稿「成長発達権の解釈におけるアイデンティティ
への権利の意義」一橋法学 13巻 2号 393頁以下（2014）、同「子どものアイデンティティへの権


























77 たとえばアイルランドの子どもと若者に関する省（Irish Department of Children and Youth Affairs）
は、ランディーが提示する条約 12条の解釈に「顕著に注目し、これを支持している」。See, Child 
Protection Hub, “The Lundy Model of Child Participation”, https://childhub.org/en/child-protection-online-
library/lundy-model-child-participation （accessed Sept. 11, 2018）.
78 See, Lotem Perry-Hazan, Freedom of Speech in Schools and the Right to Participation: When the First 

























































































ない）「名ばかりないし形だけの（tokenistic or decorative）」手続は条約 12条に反するばかりでなく、























































































により 2018年 6月 21日をもって憲法改正手続における国民投票の投票権














89 2018年 6月 13日付で民法上の成人年齢を 20歳から 18歳に引き下げる民法改正が成立した。こ




























nichibenren.or.jp/var/rev0/0002/1982/opinion_160621.pdf（最終アクセス 2018年 9月 20日）等。
91 中学校構内におけるビラ等の配布を学校当局の許可制にかからしめることの合憲性が争点となっ
た事例として、麹町中学校内申書事件（最判昭和 63年 7月 15日判時 1287号 65頁）がある。
92 Tinker v. Des Moines Independent Community School District, 393 U.S. 503 （1969）.
93 Bethel Sch. Dist. v. Fraser, 478 U.S. 675 （1986）.
94 米国における判例の状況につき、宮原均「生徒の学校内・外における表現規制―アメリカにおけ
る判例法理の展開」東洋法学 57巻 1号 1頁以下（2013）参照。
95 同前・35頁。
96 年代順に、Kuhlmeier判決（Hazelwood School District v. Kuhlmeier, 484 U.S. 260 （1987））、Frederick
































98 See, Perry-Hazan, supra note 78, at 429-449. 
















102 See, Perry-Hazan, supra note 78, at 449-452.
103  その場合、学校側にはランディーの分析する 4つの要素からなる義務を果たすことも求められよ
う。
